予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費
	事業名　精神障がい者地域移行支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　保健医療課　感染症対策係　電話番号：058-272-1111（内2544）

E-mail： c11223@pref/gifu/lg.jp
１　事業費　　        2,224千円（前年度予算額　3,406千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,406
	1,703
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,703

	要求額
	2,224
	1,112
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,112

	決定額
	2,224
	1,112
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,112


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　精神保健福祉法の改正により、医療保護入院者は原則1年以内の退院することとされ、入院中から地域移行を想定した支援が強化された。
　　そこで、緊急対応で入院措置となった精神障がい者や、地域移行が条件的に困難なケースについて、地域の相談支援事業所等の行う地域移行・地域定着支援事業や精神科病院等と連携し、早期退院及び地域での受け入れ体制の整備を行う必要がある。

　　

（２）事業内容

ア：地域移行推進会議

保健所において地域の関係機関と連携した退院を促進するための支援体制の構築と、精神障がい者の支援に関する地域の課題を共有し検討を行う。

イ：ピアサポートの活用

ピアサポーターは、地域で暮らす精神障がい者であり、同じ視点を重視した支援を充実する観点から、相談支援事業所や保健所と共に入院中の精神障がい者等を対象に支援を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

国１／２　　県１／２　
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	報償費
	882
	地域移行推進会議の報償費

	旅費
	165
	業務旅費、費用弁償

	消耗品
	35
	事務用品

	燃料費
	49
	ピアサポーター活用事業のための公用車の燃料費

	役務費
	35
	通信運搬費

	委託料
	1,058
	ピアサポーター活用のために委託料

	合計
	2,224
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　障がい者支援プラン
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	精神障がい者が住み慣れた地域で生活を送ることができるよう、入院患者への地域生活への移行に向けた支援並びに地域生活が継続するよう支援を推進。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	1年未満入院患者の平均退院率
	74％
(H20)
	
	
	74％
(H25)
	76％
(H26)
	97.4%

	5年以上かつ65歳以上の退院者数
	9人/月
108人/年

(H23)
	
	
	10人/月
120人/年

(H25)
	11人/月
132人/年

(H26)
	90.9%


○指標を設定することができない場合の理由

	


（平成26年度の取組）

	・各保健所において、精神障がい者の地域移行の推進に向けた関係機関との推進会議を実施

・各保健所において、相談支援事業所へのピアサポーター雇用の委託


（平成26年度の成果）

	第3期障害福祉計画で、「1年未満入院患者の平均退院率」を平成26年度までに76%の目標に対して、平成25年度の達成率が97.4%だった。

また「5年以上かつ65歳以上の退院者数」を平成26年度までに月11人の目標に対して、平成25年度の達成率が90.9%だった。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	精神障がい者が退院して地域で安心して生活するには、地域の理解と関係機関の協力体制が必須である。県（保健所）は関係機関の連携調整およびその体制づくりを行う必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	医療機関では入院患者の早期退院の意識が高まり、入院中から積極的な支援が行われている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	精神障がい者への個別的な支援は障害者自立支援法による個別給付となったことで、県（保健所）は、地域のコーディネーターとしての役割が明確となり効率化が図られた。


（今後の課題）

	精神障がい者の地域移行が推進するための体制の構築。

　


（次年度の方向性）
	精神障がい者が安心して地域に移行できるよう、地域や関係機関の理解を深め、連携が図れる体制を、県（保健所）が中心となって構築していく。




